
学びのセーフティネットの構築
～社会参加・自立に必要な知識・能力を一人一人が身に付けることができるよう、誰もが個性、能力、ライフステージ等に応じて「未来への先行投資」としての
教育にアクセスするための環境を整備する（学習機会の確保や施設整備等）。

（論点例）
○経済状況の悪化、所得格差の増大、社会の安定性・一体性のほころび等が指摘される中で、セーフティネットとしての教育の役割をどのように捉え、
どの程度の水準が求められるか。

○教育の公的性格を踏まえ、教育費用は誰がどのように負担すべきか。
○また、各学校段階など学習機会毎に上記の考え方は異なるか。
○経済的・地理的・時間的制約の軽減等をどのように図るか。

絆づくりとコミュニティの再構築
～学習活動を媒介として多様な人が集い協働するための体制・ネットワークの形成など社会全体の教育力の強化や、個人が主体的に社会参画し相互に
支え合うための環境を整備する。

（論点例）
○人が社会を作り、社会が人を作るという好循環に向けてどのような方策が考えられるか。
○価値観の多様化・異文化との共生、都市化・過疎化の中での絆づくりや、それに向けた教育上の方策は、どのようなものか。
○学校、家庭、地域との関係、教育委員会の運営等についてどのように考えるのか。

４つの基本的方向性とその論点例について（案） 資料２

社会を生き抜く力の養成
～変化の激しい時代の中で自立して社会を生き抜いていくために必要な知識・能力を身に付けられるよう、多様な学習機会（各学校段階など）の連携・接続にも
留意しつつ、それぞれの学習機会における成果を保証するとともに教育の質を向上させる。

（論点例）
○変化の激しい時代を生き抜くための力はどのようなものか。
○全ての人が共通に身に付けるべき力、個人・社会のニーズに応じて身に付けるべき力は何か。
○上記の力は、学校教育のみで培うものか、社会生活との関わりにおいても培われるものか。
○上記の力は、測定が可能なものか。

○高校・大学進学率の増加や学校の役割の多様化など様々な状況変化の中で、学校段階毎の接続が十分に図られているか。
○「何を身に付けることができたか」を担保するための必要十分な仕組みは何か。
○成果目標とそれを測定する指標はどのようなものがあるか（数値化することは可能か。）

→別紙１

→別紙２

未来への飛躍を支える人材の養成
～「知識基盤社会」が本格的に到来する中で、新たな社会的・経済的価値を生み出すような人材、グローバル化に対応する人材、社会的課題に対応した
人材を養成する。

（論点例）
○国際的な市場環境で活躍できる人材の創出に向けた方策は何か。
○新たな社会的・経済的価値の創造をもたらす人材の創出に向けた方策は何か。
そのような人材に必要な能力は全ての人が身に付けるものか、特定の人が身に付けるべきものか。

→別紙１・２

→別紙４

→別紙３



４つの横断的視点から見た現在の政策の実施・検討状況について(案）
社会全体の連携を深めつつ、生涯学習社会の実現に向けて、一貫した理念に基づく各発達段階の接続・連携が図られているか

○教育委員会・学校の
機能・体制強化

○家庭の教育力向上

○耐震化、学校等の防災
機能強化

○防災教育の充実

○大学の質の保証、
機能別分化

○教員の負担軽減

○キャリア教育の充実
（特に女性に対して）

○男女共同参画のための
教育、女性の力の活用

○社会への参画を促す
主権者教育の充実

○規範意識や思いやりの
心など豊かな心の育成

○高校教育改革
○各学校段階の接続
○大学入試の在り方

○国家的人材の養成
○内向き志向の打破
○秋入学、ギャップイヤー
の活用

総会、計画部会で
これまで出された
教育上の課題の例

～５歳
（幼児教育）

１８歳～
（高等教育）

全国学力・学習状況調査・検証改善サイクル

高度専門人材養成機能の向上【厚、法ほか】（医師、法曹、教職員等）

私学の振興（私学助成、税制、経営支援など）

学校運営改善の在り方に関する検討
※H23年7月 学校運営の改善の在り方等に関する調査研究協力者会議報告

少人数学級の推進等によるきめ細やかな教育の充実
※公立義務教育諸学校の学級規模及び教職員配置の
適正化に関する検討会議

１５～１７歳
（高校）

６～１４歳
（義務教育）

未
来
へ
の
飛
躍
を
支
え
る
人
材
の
養
成

（
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
も
た
ら
す

人
材
、
社
会
的
課
題
に
対
応
し
た
人
材
の
養
成
）

生涯学習活動を通じた自己実現と地域の絆の再構築・地域課題の解決【府】 ※生涯学習分科会

文化・スポーツを軸にしたコミュニティ形成【府】※スポーツ・青少年分科会

第２次大学院教育振興施策要綱
・学位プログラムに基づく大学院教育の確立
・グローバルに活躍する博士の養成など

社
会
を
生
き
抜
く
力
の
養
成

（
教
育
の
質
の
向
上
や
そ
の
保
証
）

（脚注） ※施策については、基本計画部会（6月13日）資料４（フォローアップ）や各分科会の検討状況等を参考に整理。
※ は、各分科会等で方向性が示された又は既に実施中の方策。

は、各分科会等で検討中又は検討予定の方策。
※【 】内は、想定される主要な連携省庁。

（府：内閣府、厚：厚労省、警：警察庁、総：総務省、経：経産省、農：農水省、法：法務省、外：外務省、環：環境省、国：国交省）

国際的に卓越した教育研究拠点の形成など

グローバル人材育成のための大学の国際化【府、外、厚、経】
（産業界との連携によるグローバル人材の育成）【府、外、厚、経】
※Ｈ23年6月 グローバル人材育成推進会議 中間まとめ
※Ｈ23年4月 産学官によるグローバル人材の育成のための戦略
※Ｈ22年4月 産学人材育成パートナーシップグローバル人材育成委員会 報告

絆
づ
く
り
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
再
構
築
（
社
会
全
体
の
教
育
力
の
向
上
、
共
生
社
会
の
実
現
等
）

文化・スポーツに親しむ機会の増加※スポーツ・青少年分科会

「第3次国立大学法人等施設整備5か年計画」に基づく
教育研究環境の整備

幼稚園
就園奨励費

就学援助など

子ども手当

子ども・子育て新システムの構築【府、厚】（幼保一体化等）
※H23年7月検討会議WT 中間報告

学
び
の
セ
ー
フ
ィ
ネ
ッ
ト
の
構
築

（
多
様
な
学
習
機
会
の
確
保
、

安
心
安
全
な
教
育
環
境
の
整
備
）

・教育の質の保証・向上の推進に関する検討
・機能別分化と連携の促進に関する検討
・大学の組織・経営基盤の強化に関する検討
※大学分科会

参考

・今後の高校教育の在り方に
関する検討

※初中分科会

心身の健康づくり、学校給食の充実、食育の推進、子どもの体力向上【府、厚、農】 ※スポーツ・青少年分科会

防災教育・防災管理等を含めた学校安全の推進に関する検討【府】
※スポーツ・青少年分科会、東日本大震災を受けた防災教育・防災管理等に関する有識者会議

インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進【府、厚】
※特別支援教育の在り方に関する特別委員会、障がい者制度改革推進本部

ライフステージ等に求められる学習環境整備 ※生涯学習分科会

学習の質の保証と学習成果の評価・活用 ※生涯学習分科会

学校段階間の連携・接続に関する検討
（幼稚園から高校までの連携・接続について議論） ※初中分科会学校段階間の連携・接続等に関する作業部会

科学技術、国際化、情報化の進展に対応した先進的教育【府、総ほか】
※科学技術基本計画、Ｈ23年4月 教育の情報化ビジョン、外国語能力の向上に関する検討会、 H23年6月 グローバル人材育成推進会議中間報告ほか

問題行動等の対策、青少年の有害情報対策など【府、警、総】

キャリア教育・職業教育の充実（就業力の向上）【府、厚、経】 ※H23年1月 キャリア教育・職業教育特別部会 答申、キャリア教育における外部人材活用等に関する調査研究協力者会議

男女共同参画学習など、多様な社会的課題に対応するための学習の促進【府ほか】 ※男女共同参画会議ほか

体験活動（自然体験活動、生活体験、国際交流等）、読書活動の推進【農、環、国】 ※スポーツ・青少年分科会

教員の資質能力向上に関する検討 ※教員の資質能力向上特別部会

新学習指導要領等の着実な実施とフォローアップ

授業料実質無償化

奨学金、授業料減免など

耐震化、防災機能強化、エコスクールなど学校施設等整備
※H23年7月 東日本大震災の被害を踏まえた学校施設の整備に関する検討会緊急提言



（参考）上記のほか、これまで提言されてきた主な資質

「生きる力」
（平成8年中教審答申（２１世紀を展望した我が国の教育の在り方について（第一次答
申）） ）（別紙参考１・２）

・国際化や情報化の進展など、変化が激しい時代にあって、いか
に社会が変化しようと必要な能力。「知・徳・体のバランスの取れた
力」と定義。
※学校教育法において、①基礎的な知識・技能、②これらを活用
して課題を解決するための思考力・判断力・表現力、③主体的に
学習に取り組む態度と具体化。

①確かな学力
基礎・基本を確実に身に付け、いかに社会が変化しようと、自ら課題を見
つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、行動し、よりよく問題を解決
する資質や能力

②豊かな人間性
自らを律しつつ､他人とともに協調し､他人を思いやる心や感動する心など

③健康・体力
たくましく生きるための健康や体力

これまで提言された様々な資質・能力について（イメージ案）

「学士力」 （平成20年中教審答申（学士課程教育の構築に向けて（答

申））（別紙参考３）

①知識、理解
専門分野の基礎知識の体系的理解、他文化・異文化に 関する知識の
理解、人類の文化・社会と自然に関する知識の理解

②総合的な学習経験と創造的志向
獲得した知識・技能・態度等を総合的に利用し、自らが立てた新たな
課題にそれらを適用し、その課題を解決する能力

③汎用的技能
コミュニケーションスキル、数量的スキル、情報リテラシー、論理的思考
力、問題解決力

④態度、志向性
自己管理力、チームワーク、リーダーシップ、倫理観、市民としての社
会的責任、生涯学習力

「大学院に求められる
人材養成機能」

（平成17年中教審答申（新時代の大学院教育-国際的に

魅力ある大学院教育の構築に向けて-（答申））

①創造性豊かな優れた研究・開発能力を
持つ研究者等

②高度な専門的知識・能力を持つ高度専
門職業人

③知識基盤社会を多様に支える高度で
知的な素養のある人材

社会人基礎力（平成18年社会人基礎力に関する研究会（経済産業省））（別紙参考６）
⇒ ①前に踏み出す力（アクション）【主体性、働きかけ力、実行力】 ②考え抜く力（シンキング）【課題発見力、計画力、想像力】

③チームで働く力（チームワーク）【発進力、傾聴力、柔軟性、状況把握力、規律性、ストレスコントロール力】

人間力（平成15年人間力戦略研究会（内閣府））（別紙参考５）

⇒ 「知的・能力的要素」「社会・対人関係力的要素」「自己制御的要素」の３つの要素で構成。

「課題探求能力」
（平成10年大学審議会答申（２１世紀の大学像と今後の改革方策について-競争的環境の中で個性が輝く大学-（答申））

・主体的に変化に対応し、自ら将来の課題を探求し、その課題に対して幅広い視野から柔軟かつ総合的な判断を
下すことのできる力

幼児教育、義務教育、高校教育 大学 大学院

別紙１

「総合的な「知」」（平成20年中教審答申（新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について～知の循環型社会の構築を目指して～（答申））

・「知識基盤社会」の時代において、様々な変化に対応していくために必要な力。狭義の知識や技能のみならず、自ら課題を見つけ考える力、柔軟な思考力、身に付けた知識や技能を活用して複雑な課題を
解決する力、他者との関係を築く力、豊かな人間性など。

「イノベーション創出に向けて必要な資質」 （平成19年閣議決定長期戦略指針「イノベーション25」）

・「困難に立ち向かいそれを現実のものにしようとするチャレンジ精神」「既存の枠、常識にとらわれない、多くの価値観から生まれる高い志」。

「イノベーション創出に向けて必要な資質」 （平成19年閣議決定長期戦略指針「イノベーション25」）

・「困難に立ち向かいそれを現実のものにしようとするチャレンジ精神」「既存の枠、常識にとらわれない、多くの価値観から生まれる高い志」。

「グローバル人材に必要な資質」 （平成23年グローバル人材育成推進会議中間まとめ）

・「語学力・コミュニケーション能力」「主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感」「異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティー」
及び「幅広い教養と深い専門性、課題発見・解決能力、チームワークと（異質な者の集団をまとめる）リーダーシップ、公共性・倫理観、メディア・リテラシー」など。

「グローバル人材に必要な資質」 （平成23年グローバル人材育成推進会議中間まとめ）

・「語学力・コミュニケーション能力」「主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感」「異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティー」
及び「幅広い教養と深い専門性、課題発見・解決能力、チームワークと（異質な者の集団をまとめる）リーダーシップ、公共性・倫理観、メディア・リテラシー」など。

社会参画の観点

産業人材の観点

「キー・コンピテンシー」（平成11年～14年OECD「能力の定義と選択」（DeSeCo）プロジェクト)

・OECDが主導し、多数の加盟国が参加したプロジェクトで国際的合意。 (生徒の学習到達度調査（ＰＩＳＡ）（３年ごと）や、国際成人力調査（ＰＩＡＡＣ）（５年ごと）で、これらの能力の一部に関する各国の状況を測定）

・グローバル化と近代化により、多様化し、相互につながった世界において、人生の成功と正常に機能する社会のために必要な能力。

社会的・職業的自立、社会・職業への円滑な移行のための「基礎的・汎用的能力」
（平成23年中教審答申（今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について（答申））（別紙参考４）

・「人間関係形成・社会形成能力」「自己理解・自己管理能力」「課題対応能力」「キャリアプランニング能力」。

発達段階、学校段階の特質に応じた育成

①言語や知識、技術を相互作用的に活用する能力：「言語、シンボル、テクストを活用する能力」「知識や情報を活用する能力」「テクノロジーを活用する能力」

②多様な集団における人間関係形成能力：「他人と円滑に人間関係を構築する能力」「協調する能力」「利害の対立を御し、解決する能力」

③自律的に行動する能力：「大局的に行動する能力」「人生設計や個人の計画を作り実行する能力」「権利、利害、責任、限界、ニーズを表明する能力」

変化の激しい社会にあって、個人の自立と活力ある社会の形成を実現するためには、どのような資質・能力が必要か。

【検討の視点の例】
・これらの資質能力は、
すべての人に求められ
るのか、特定の人に求
められるものか。
また、学校教育のみ

で培うべきものか。もし
くは、地域社会の生活
との関わりにおいても
培われるものか。
・どのような政策が必要
か。

①～③の核となる
「考える力」

子どもから大人まで

１
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教
育
の
質
保
証
・
改
善
方
策

（
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
の
実
施
な
ど
）

教育の質の保証・向上を図るための取組について(イメージ案）
～５歳

（幼児教育）
１８歳～

（高等教育）

１５～１７歳
（高校）

６～１４歳
（義務教育）

別紙２

成人一般

幼稚園から高校までの連携・接続
⇒ 初中分科会学校段階間の連携・接続等に関する作業部会にて検討中
・平成22年11月に、幼小の接続に関し、調査研究協力者会議が報告をとりまとめ
・平成23年7月に、中高一貫に関し、初中分科会作業部会にて

「主な意見等の整理」をとりまとめ。今後は、小・中連携について議論を行う予定

中高一貫教育の実施
（参考：平成22年度）
中高一貫教育の実施校数： 402校

初等中等教育と高等教育
との接続
・平成11年に中教審答申（別紙参
考） （科目等履修生の活用、入学
者受入方針等の 情報公開、入試
の改善などについて言及）

入学者選抜入学者選抜

高校２年から
大学への飛び入学

大学３年から
大学院への飛び入学

大学・大学院の早期卒業
小中の連携教育
教育課程の特例の活用
小学校における専科
指導の充実 など

義務教育費国庫負担制度（人件費）、
教科書無償給与 等

私学助成

国立大学運営費交付金
及び施設整備補助金、GP 等

教育委員会制度、学校法人制度、国立大学法人制度等

子ども子育て新システム（幼保一体化、子ども手当等）（検討中）

教育委員会評価の実施
・学識経験者の知見を活用した自己評価の実施・議会への報告・公表：義務
（参考：平成2１年度） 自己評価実施率 （県）100% （市町村）90.2%

全国学力・学習状況調査等の実施と、
それを活用した検証改善サイクル
・全国学力・学習状況調査の実施と活用
（平成24年度は理科を追加した抽出＋希望利用、
平成25年度はきめ細かい調査を実施）

・教育課程実施状況調査の実施と活用（抽出）

・全国体力・運動能力、運動習慣等調査の実施と活用

教員免許更新制、教員研修
・普通免許状及び特別免許状に10年の有効期間を定め、10年ごとに免許状更新講習を受講
・初任者研修・10年経験者研修の実施 など
（※上記も含めた、教員の資質能力の総合的な向上方策について、現在、特別部会で検討中）

大学の認証評価
・国公私立全大学について、７年以内に１回、評価
機関による評価を実施
（専門職大学院は、上記とは別に５年以内毎に実施）

国立大学に対する評価の実施
・各事業年度に係る業務実績に関する評価
・中期目標（6年）に対する法人評価委員会の評価

各大学におけるＦＤ等の取組
・ＦＤ、学生による授業評価、教員の
教育実績の評価、GPAなど厳格な成績評価など

教育の質の保証・向上の推進
機能別分化と連携の促進
⇒ 大学分科会にて検討中

大学の設置認可

大学の自己点検評価

学校評価の実施
・自己評価の実施・公表：義務
・学校関係者評価の実施・公表：努力義務
・評価結果の設置者への報告：義務

大学における教育情報の公表
・特定の項目について公表義務づけ

OECD国際成人力調査
（PIAAC）への参加
・２６カ国が参加表明、読解
力、数的思考力、ITを活用し
た問題解決能力を調査

学校指導要領等の実施及び見直しの検討

習熟度別指導など各種取組

（参考１）日本の人口
平成21年 1億2751万人
(生産年齢人口63.9%、老年人口22.7%)

平成32年 1億2273万人（推計値）
(生産年齢人口60.0%、老年人29.2%)

平成42年 1億1522万人（推計値）
(生産年齢人口58.5%、老年人31.8%)

（出典：日本の統計2011）
（参考２）労働力人口
平成22年 6,531万人
平成32年 6,345万人（推計値）
平成42年 5,994万人（推計値）

（出典：労働統計要覧）

実践的な職業能力の評価・認定制度
（キャリア段位制度）の構築
⇒ 緊急雇用対策本部推進チームの専門TFにて検討中

ＩＳＯにおける非公式教育・
訓練サービスに係る国際
標準化
⇒ 今後、実証実験を実施予定

※このほか、日本学術会議においても、分野別の
教育課程編制上の参照基準等について検討中。

幼小接続
（参考：平成22年度）
教育課程の編成で
小学校と連携している
幼稚園数： 4,296園

学校の設置基準

学習指導要領等

公立学校の学級編制及び教職員定数の標準

公立学校施設整備に対する国庫補助

２



【
現
状
と
課
題
】

【
主
な
取
組
】

学びのセーフティネット（イメージ案） 別紙３

基本的考え方（案）
○ 国民一人一人が充実した生活を送る上で、個人の努力や能力を発揮する機会は経済的・社会的な事情にかかわら
ず誰もが等しく与えられるべきであり、この基礎的条件として、一人一人がそのニーズに応じて充実した教育を受け、社
会生活上必要な知識・能力を身につけられるようにすることが求められる。
○ また、特に経済的理由等による教育格差が義務教育段階での学力格差に繋がり、さらにその後の就労・賃金等の格
差に繋がるとすれば、世代を通じた格差の固定化や社会的連帯の保持が困難になることが懸念されるとともに、教育費
負担の大きさが少子化の一因になっているとの指摘もある。
○ このようなことから、「未来への先行投資」としての「教育」は、個人及び社会全体双方にとってセーフティネットとして
の性格を有しており、経済的・社会的な事情にかかわらず、個性や能力、発達段階に応じて学習の機会が等しく確保され
ることが必要と考えられる。（参考：平成21年7月3日 教育安心社会の実現に関する懇談会報告）

義務教育の無償（国公立学校では授業料不徴収）

高校授業料実質無償化

（公立）
・授業料不徴収
・都道府県による奨学金
（私立）
・就学支援金
・都道府県による奨学金、入学料減免
・各私立学校による授業料減免と
それに対する都道府県の補助

市町村等への学校設置義務、就学義務

義務教育教科書無償給与
・教科書の平均：小学校３千円／年、中学校４．５千円／年

就学援助
・学用品、学校給食、修学旅行費等。５８万円／９年間

※要保護・準要保護の平均。地方＋国費の額。

幼稚園就園奨励費
補助
公立約２～８万円／年、
私立約５～３０万円／年
（地方と国の負担の合計額）
を、世帯の所得状況に応じて
補助。
（生活保護世帯～市町村民
税所得割課税額183,000円以
下の世帯）

２人目の負担軽減、３人目以
降の無償化を含む
（注）一定要件有り

（独）日本学生支援機構奨学金事業
・無利子（大学・私立自宅外）：３、６．４万円／月から選択
・有利子（大学）：３、５、８、１０、１２万円／月から選択

授業料の減免
・全国立大学に減免制度あり。
・私立学校等が行う減免措置への支援。

給与型の経済的支援
・ＴＡ：一人当たり月額４．３万円
・ＲＡ：一人当たり月額５万未満５２．８％、

１５万円以上２０．３％

人的（教職員）、物的（施設設備）、運営等に係る各種条件整備

通信制、単位制、定時制高校
などの設置

教
育
費
の
負
担
軽
減

子ども・子育て新システムの構築（待機児童解消、幼保一体化等）
※H23年7月中間とりまとめ

こども手当 （子ども・子育て新システムの構築）

ア
ク
セ
ス
の
確
保

【参考】社会保障・税一体改革成案（抄）
（平成23年6月30日 政府・与党社会保障改革検討本部決定）

Ⅰ 子ども・子育て
○子ども子育て新システムの制度実施等に伴い、地域の実情に応じた保育
等の量的拡充や幼保一体化などの機能強化を図る。
・待機児童の解消、質の高い学校教育・保育の実現、放課後児童クラブの

拡充、社会的養護の充実 ・保育等への多様な事業主体の参入促進、既存
施設の有効活用、実施体制の一元化
Ⅴ Ⅰ～Ⅳ以外の充実、重点化・効率化
・ また、社会保障制度の持続可能性向上のためには、次世代を担う子ども・
若者の育成が肝要であり、上記の社会保障制度改革と併せて、雇用流動化
に対応して、手に職をつけ就業につなげるための環境整備や、教育の質と
機会均等を確保するための方策、特に生計困難でありながら好成績を修め
た学生等への支援の強化に取り組む。

公立高校の適正な配置等 国立大学の適正な配置、放送大学等

夜間制、通信制、科目等履修生、短期コース、
サテライトキャンパス等各種取組

教
育
水
準

の
向
上 （別紙１、別紙２を参照）

公民館等の社会教育
施設、スポーツ施設の

設置・運営

専修学校等での職業
教育訓練

扶養控除38万円 （※19歳から22歳は特定扶養控除63万円）（国税）、勤労学生控除 等

高校等は、高度の普通教育及び
専門教育を行う、国民的教育機
関（進学率９８％以上）。

一方で・・・
・実質的な授業料の無償化が
図られているが、低所得者への
支援等が課題

（参考）
公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高
等学校等就学支援金の支給に関する法律が
平成22年4月1日に施行。

社会において自立的に生きる基礎を培い、
国家及び社会の形成者として必要な基本
的資質を養う
→このような目的を踏まえ、機会均等、

水準確保、無償制が根幹。

一方で・・・
・就学援助の受給者は年々拡大
・耐震化等の施設整備は年々進捗しているが、
地方公共団体によりばらつき

（参考）
日本国憲法第２６条第２項「すべて国民は、法律の定める
ところにより、その保護する子女に普通教育を受けさせる
義務を負ふ。義務教育は、これを無償とする。」

生涯にわたる人格形成
の基礎を培うとともに、
義務教育及びその後の
教育の基礎を培う

一方で・・・
・子ども・子育て支援の事
業毎に所管や制度、財源
が様々に分かれている。
・私費負担は国際的にみ
て極めて高く、保護者負
担軽減のニーズが高い。
・各種研究から教育的・
社会経済的効果が指摘

大学等は、高度の教育研究を行い社会に
貢献する存在であり、進学率が約８０％
に達するなどユニバーサル化が進展。

一方で・・・
・私費負担は、国際的にみて極めて高い
・授業料を滞納する学生の比率が増加
・大学授業料は、過去30年間で大きく上昇

・入学金負担など入学時の負担軽減が課題
・全体的に博士課程の進学者が減少
→キャリアの将来性や在学中の生活保障がな
いことも一因。

・高度な人材養成の観点からの支援が課題。

個人のライフステージや社
会の要請に応じて様々な
学習ニーズ
（社会人のスキルアップ、
ニート・フリーター対策、高
齢者への学び支援等）。

一方で・・・
・学校卒業後の学習の機会
について、時間的・金銭的・
場所的な制約の存在
・企業における人材育成機
能が低下

高等教育高校義務教育幼児教育 成人一般

３



教育の費用負担について

私
的
効
果

公
的
効
果

教育を受けた者本人に帰属

広く社会全体に還元

（例）
・知識技能の獲得
・規範意識や社会性の獲得
・創造性の獲得
・体力向上 等

（例）
・国際競争力の向上
・経済活性化
・税収増加、社会保障等の支出抑制
・国民の生活水準向上
・治安改善など社会の安定化・一体性
の確保

・文化等の次世代への継承
・様々な社会的課題の解決
・長寿社会の実現 等

[考え方①]
・教育を受けた者自身が最大の受益
者だから、費用も本人が負担すべき。
・教育についても、できるだけ市場原理
に委ねるべき。

[考え方②]
・教育の効果は広く社会全体に還元さ
れるのだから、費用も社会全体で負担
すべき。
・教育の公的な性質を踏まえ、適切な
公的な関与が必要

最適なバランスは何か？

（例）
・雇用獲得、所得向上、貯蓄増大
・良好な人間関係の構築
・健康増進 等

直接的 間接的

機会の均等
の確保

参考

（様々な社会背景が影響）
生産年齢人口・消費人口の減少、国際競争力の低下、経済規模の縮小、社会格差増大・固定化、サービス産業化、雇用の流動化、
エネルギー・環境など地球規模の課題、財政状況の悪化 など

学
習

教
育
投
資

上記の考え方も参考にしつつ、各学校段階など学習の機会毎の教育費負担のバランス、教育上の方策（教育費の負担軽減、アクセスの確保、
教育の質の向上、その他諸条件の整備）を整理する必要がないか。

フィードバック
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学びを通じた絆づくりとコミュニティの再構築について（イメージ案） 別紙４

主として社会教育

生涯学習活動を通じた自己実現と、地域の絆の再構築・
地域課題の解決

⇒ 生涯学習分科会にて検討中

【検討の視点の例①】

・社会の絆を取り戻し、コミュニティを活性化させ
る生涯学習の方向性

・少子高齢化社会のなかで、ライフステージごと
に求められる生涯学習の在り方 など

地域社会、企業等における人材育成

文化・スポーツを軸にしたコミュニティ形成

学びのニーズと支援をマッチングさせる仕組み作り
（子どもの学び支援ポータルサイト、プランドギビング信託など

子ども～大人まで
教育委員会

学校や公民館等を核とした地域コミュニティ

保護者・地域住民等

学校

協働

意図的な仕組み作り

学校支援地域本部など

マネジメント

熟議

学校運営協議会
など

校長（管理職）

教員

事務職員

情報公開
丁寧な説明、働きかけ
公開授業等含む情報提供
自己評価結果の公表

意見
要望

地
域
防
災

放
課
後

子
ど
も
教
室

ゲ
ス
ト
・

テ
ィ
ー
チ
ャ
ー

授
業
支
援

協働による
「場」の提供

地域交流室
参加型保育
大人の生涯学習
生涯スポーツ etc.

教育目標
役割分担

・意識改革
・職務分担の明確化
・事務機能の強化

ＰＴＡ

町会・自治会

商店会

民生・児童委員

スポーツ推進委員

おやじの会

参加

支援

評価

首長部局

連携

卒業生

学校関係者評価
熟議の材料提供

評価

参画

etc.

評価結果に
基づく支援

評価結果
の報告

公民館、大学、スポー
ツ施設、福祉施設等

NPO、企業

【検討の視点の例②】

「地域とともにある学校」の普及についてどのように考
えるか。理念や必要性が十分に浸透しているか。

その際、教育委員会の運営、学校と保護者、地域と
の連携、国・都道府県・市町村との関係、学校側の体
制についてどのように考えるか。

①一人一人の「社会を生き抜く力」をはぐくむ （地域の望む人材像の実現） ④地域コミュニティの基礎力が高まる （地域の礎の構築、地域課題の解決）
②教職員、保護者、地域住民等がともに成長 （地域の教育力向上） ⑤多様な人々の交わりがイノベーションを生む。
③学校・公民館等を核とした地域ネットワークが形成される （地域の活力向上） ⑥人々の支え合いがセーフティネットにもなる。

＜基本的な考え方＞

家庭教育・子育て支援など家庭の教育力向上支援

様々なコミュニティ
（ネットやNPOの繋がりなど）

様々な社会活動

（これまでの主な取組）
コミュニティ・スクール（学校運営協議会） (平成23年4月現在：789校)
学校支援地域本部 (平成23年度：2,659箇所)
放課後子ども教室 (平成23年度:9,733校）

総合型地域スポーツクラブ （平成22年7月現在：3,114クラブ） 等

地域とともにある学校づくりの推進

学校運営の改善等に関する調査研究協力者会議報告「子どもの豊かな学びを創造し、地域の絆をつなぐ～地域
とともにある学校づくりの推進方策～」（平成23年7月）
・学校は、地域と目標を共有し、地域と一体となって子どもたちをはぐくんでいく「地域とともにある学校」を目指す。
・子どもを中心に据えた学校と地域の連携は、子どもの育ちにとどまらず、大人たちの学びの拠点を創造し、地域
の絆を高め、地域づくりの担い手を育てることにつながる。
・学校は地域の課題を解決するための「協働の場」となることで、「地域づくりの核」となる。

主として学校教育

青少年の体験活動や読書活動の推進を通じたコミュニティ形成

５


